
 

 杉並区民新聞 2024 年 3 月号外 杉並区民新聞社 本天沼 2-15-12 日本共産党杉並地区委員会の見解を紹介します。 

西武新宿線の連続立体交差化 都議会と杉並区では 

 複線シールドで地下化を求める住民の声 継続審査に  

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２４年３月号 

日本共産党 前杉並区議会議員 

ジェンダー平等の推進へ 

 困難を抱える女性支援 党区議団が体制強化求める  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２月１５日の本会議で、党区議団は女性

支援法施行にあたっての対応、性暴力被害

をなくす取組について質問しました。 

女性に寄り添った支援を 

相談員のスキルアップ求める 
４月から「困難な問題を抱える女性への

支援に関する法律」(女性支援法)が施行さ

れます。生活困窮、ⅮⅤ被害、性的搾取な

どに苦しむ女性を公的枠組みで包括的に支

援することが法の目的です。自治体には、

若年世代から子育て世代、中年高齢世代と、

幅広い年齢層の女性それぞれのライフステ

ージに合わせて、各関係機関や民間団体と

も連携した支援が求められます。 

 新法施行にあたり、困難を抱えている女

性全てに支援を受ける権利があることを積

極的に知らせること、わかりやすい相談窓

口の設置、相談員のスキルアップや相談体

制の充実を求めました。 

 区長は「相談者が福祉事務所や男女平等

推進センターはじめ、様々な窓口でどこで

も相談できるよう担当職員が緊密に連携・

情報共有しながら、相談者に寄り添った対

応を心がけていく。相談員の育成は急務、

早急に対応していく」と答弁。保健福祉部

長は「支援を求める一人でも多くの女性に、

必要な支援が行き届くよう努めていく」と

答えました。 

 

必要な支援が行き届くよう努めていく」と

答えました。 

性暴力根絶に向け 
「包括的性教育」の取組求める 
性暴力、性被害の根絶のため、人間関係

や性の多様性、ジェンダー平等、暴力と安

全確保、健康まで含めた「包括的性教育」

の推進は待ったなしです。区として、大人

向けの包括的性教育の講座などに取り組

むことを求めました。 

区は、「男女共同参画による性の多様性

に関する講座や、保健センターでの女性講

座など各所管で専門講座を実施している。

今後はこれらを一体的に合わせた講座と

して実施できないか等、研究していく」と

答えました。 

 このほか、子どもたちが性被害に関し相

談できる環境整備、 

痴漢被害防止のた 

め、被害現場での 

声かけや通報など、 

積極的に行動でき 

る第三者(アクティ 

ブバイスタンダー) 

を増やす取組を求 

めました。 

 

 

３千筆を超える署名が集まる 
杉並・中野の住民でつくる「西武新宿線

の地下化を求める連絡会」は、「野方～井

荻駅間の連続立体交差について複線シー

ルドでの地下化の調査検討を求める」陳

情署名、約３，０００筆を都議会に提出し

ました。陳情は２月１４日に都議会の環

境・建設委員会で審査されました。 

比較してないので答弁できず 
都が２０１７年に行った西武新宿線連

続立体交差化の構造形式の検討は、地下

化は単線シールド工法のみで、複線シー

ルド工法での検討はされていません。 

共産党都議団のアオヤギ議員は、複線

シールド工法で用地買収面積は大きく減

少するのではないか、工期の短縮なども

可能ではないかと質しましたが、都は「比

較は行っていない」の一点張りで、答弁す

ることができませんでした。 

X（旧 Twitter）ID： 

党都議団の他に自民党と無所属が質疑を

行いましたが、陳情を否決する立場での発言

はなく、継続審査となりました。 

 傍聴した住民からは「（否決されず）ひと

まず安堵ですが、これからが本当の戦いで

す。」「継続審議とはどういうことなのか掴み

かねる部分もありますが、まだ調査が必要っ

てことなのだと思います。東京都はぜひ調査

検討をしてほしいです。」との声が寄せられ

ました。 

杉並区がオープンハウスを開催 
杉並区は下井草駅周辺の道路・交通施設整

備計画を策定するため、３月９日に下井草駅

前広場でオープンハウスを開催しました。 

私も見学しましたが、西武新宿線の連続立

体交差化のことを聞く人が多数でした。区の

示す計画のたたき台の賛否についてシール

投票を求められましたが、連続立体交差化の

構造形式（地下か高架か）が不明な中で賛否

を決めるのは難しいと伝えました。 

２月２９日の区議会道路交通対策特別委

員会で党区議団は、連続立体交差化事業や区

の計画策定について周知し、今後はワークシ

ョップなど意見聴取の場に多くの住民が参

加できるようにと要望しました。 
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災害に強いまちづくりを 

 首都直下型地震に備えて 杉並区の震災対策を前へ  

 

 

２月１４日の本会議で、党区議団は杉並区

の震災対策について質問しました。 

杉並区は現在、地域防災計画の見直しを

行っています。２０２１年に東京都防災会

議が発表した被害想定では、杉並区は右記

のようになっています。 

家具転倒での死者をなくす 
区は、高齢者のみの世帯、障害者や難病

患者のいる世帯向けに「家具転倒防止器具

の設置助成」を行っています。この制度を

回覧板や福祉事業者などでも周知するよう

求めました。 

これに対し、区は、積極的な周知を図り、

設置の促進につなげると答弁しました。 

不燃化まちづくりの促進を 
不燃化特区ではこれまで、老朽化建物の

解体に最大１５０万円円の助成金、その後

建物を新築する際の設計費用に最大１００

万円の助成を行ってきました。来年度拡充

される不燃化特区の新築建物への助成内容

を質しました。 

 区は、来年度より新たに、新築の工事費

に対しても助成すると答弁しました。（例え

ば延床面積１００平米で準耐火建築の場合

は７０万５千円） 

避難所の環境整備の準備を 
 エコノミークラス症候群による災害関連

死や感染症を防ぐためにも、避難所での段

ボールベッド 

ボールベッドの配備は必須です。区は事業

者と協定を締結しましたが、実際にどれぐ

らいの数をどの程度の日数で配備できる

のか、要配慮者分だけでも区内施設に備蓄

が必要ではないかと質しました。 

 区は、発生時の状況によるため協定書に

数値は盛り込んでいないが、おおよその目

安を協議していく、段ボールベッドは区内

の施設への備蓄は困難だが、エアーマット

を各震災救援所に４００枚ずつ備蓄して

いると答えました。 

 現在避難所に備蓄されているマンホー

ルトイレは和式１０台、洋式５台ですが、

和式は子どもや高齢者には使いにくいた

め、全て洋式を目指すべきではないかと質

しました。区は、高齢者が使いやすいよう、

今後の入れ替えの際には洋式を導入する

と答弁しました。 

火災被災者への支援について 
 この冬は中央線沿線などで住宅や商店

での火災が相次ぎました。対策として罹災

証明書の発行のし方を区のホームページ

に掲載することや、火事で焼け出された人

のために区がホテル代を支援することを

求めました。 

 

 旧若杉小の既存校舎 耐震などの調査結果が明らかに  

 

 杉並区は２月２７日、旧若杉の既存校舎

の躯体状況調査の結果を公表しました。 

旧若杉小の耐震は大丈夫？ 
 既存校舎は耐震性能に影響を及ぼす劣化

は見られないとのことですが、全体を活用

する場合の改修工事費は１５～１７億円程

度を要すると見込まれています。 

 現在暫定活用している施設のうち、移転

先を検討中の施設（さざんか教室、重度心

身障害児通所施設わかば）等が引き続き残

る可能性も考慮し算出しています。 

しかし、改修工事を行った場合、工事完

了時に最も古い校舎は築６０年を超える可

能性があり、長寿命化方針で定める目標使

用年数の築８０年までの有効活用期間は２

０年程度となります。また、耐震性能の維

持のため、壁など構造躯体の撤去を含む間

取りの変更はできません。 

 

 

区は、この調査結果を踏まえ、既存校舎を

活用するか解体するかなどの検討を行い、

今年度中を目途に方向性を整理します。 

本格活用を住民とともに進める 
 若杉小は山田区政時代に廃校（天沼小と

統廃合）となり、その跡地は前・田中区政時

代の１２年間は本格活用の検討がほとんど

されず、区立施設再編整備計画で玉突き移

転する施設の調整の場とされてきた経緯が

あります。 

岸本区政は、施設利用者や地域住民等と

共に考えながら旧若杉小跡地の本格活用を

進めていく方向で、来年度からワークショ

ップや地域意見交換会を行う予定です。 

住民からは、震災救援所の整備拡充、文化

芸術の拠点にして欲しい、この地域ではゆ

うゆう天沼館や天沼地域区民センターなど

集会所が激減したために集会施設が必要、

などの声があります。この問題についての

みなさんのご意見をお寄せください。 

 

地域のこと、政治のこと、なんでも喋ろう 

みんなのつどい へご参加ください 

３月２３日(土)１３時半～ 
ウェルファーム杉並３階 
参加費無料、予約不要 

原田あきら都議会議員も参加します！ 

主催 日本共産党天沼地域後援会 野垣あきこ事務所 

首都直下地震等による被害想定 

建物全壊棟数 ３，２２３棟 

半壊棟数 １０，６７６棟 

消失棟数 １０，３４２棟 

死者数  ３１６人 

避難所避難者数（１日後） 

１０４，０９８人 

帰宅困難者数 ５１，４１１人 

旧若杉小跡地 

 

 

 

◀旧若杉小学校既存校舎の

躯体状況調査の結果につ

いて（杉並区 HP より） 


